
令和２年度 第１回海老名市国民健康保険運営協議会 会議結果報告書 

 

日 時：令和２年８月１７日（月） 午後２時３０分から午後３時４０分まで 

場 所：海老名市役所 ６階 議員全員協議会室 

出席者：委 員 ７名〔小林委員、前田委員、市川委員、桐生委員、神森委員、 

森島委員、佐藤委員〕 

    事務局 ５名〔内野市長（途中退席）、小松保健福祉部次長、 

井上国保医療課長、小林国民健康保険係長、小川〕 

傍聴者：０名 

 

【概要】 

１ 開 会 

 

２ 委嘱状の交付 

○市川 敏彦 委員 公益代表 

○神森 美智子 委員 被保険者代表 

 

３ 市長あいさつ 

○日頃からの国保運営への協力に対するお礼。 

○５月に田口会長が、７月に河野委員が退任され、後任の市川委員、神森委員に本日委

嘱状を交付した。 

○昨年度は、国保運営協議会に税率引上げについて諮問しご審議いただいた。それでも

海老名市の保険税額は県内で一番低く、今回の税率引上げ後も県が示す標準保険料率



を下回っている。今後も国や県の指導のもと段階的な引上げを検討していくがコロナ

ウイルス感染症の影響があるため慎重に検討をする必要があると考えている。 

 

―――― 市長退席 ―――― 

 

４ 委員及び事務局の紹介 

  ○委員自己紹介 

  ○事務局自己紹介 

 

【次長あいさつ】 

  ○本日は、国民健康保険運営協議会にご出席いただき、お礼申し上げる。 

  ○収束が見えない状況にあるコロナウイルス感染症だが、海老名市においても感染

者数が非常に増えている。当市では海老名市医師会と協力し PCR 検査場の設置や

コールセンターを設けているが、未だ予断を許さない状況である。多くの方々に

協力いただき、市民の皆様の命と健康を守るため感染拡大防止に取り組みたい。 

  ○国保制度は、平成３０年に大きな改革が行われた。２年が経過し形が見えてきた

がまだ制度として安定していない。今後も皆様の力をお借りしながら国の方針に

合わせて市の方針を決定する必要があるため、引き続きご助力いただきたい。 

  ○市長からのあいさつでもあったが、昨年度は税率の引上げについて諮問しご審議

をいただいた結果、８年ぶりの保険税率の引上げを行った。今後については、現

在のコロナ禍が被保険者の方へ与える影響について十分に注視しながら慎重に検

討を行いたいと考えている。 

 

 



５ 会長・副会長の選出 

  ○会長副会長は、海老名市国民健康保険運営協議会規則第３条の規定により、公益

を代表する委員から選出することとなっている。 

  ○会長は市川委員、副会長は桐生委員に決定した。 

   

【会長あいさつ】 

○国民健康保険制度は、加入者の高齢化や被保険者の減少などによって保険税額が

減少傾向にある一方で、医療の高度化や高価な薬剤の普及により一人当たりの増

加傾向にあり非常に厳しい状況にある。 

○本協議会は、法や規則に基づき海老名市の適正な国保運営の一役を担う組織とし

て位置づけられている。委員の皆様のご意見をいただきながらその役割を果たし

ていきたいと思う。 

 

６ 議題（議事進行 ： 市川会長） 

(１)令和２年度海老名市国民健康保険事業特別会計予算の概要について 

⇒【議題１ 資料１・資料２・資料３】に基づき、事務局：小林係長から説明 

 【質疑等】なし 

 

(２)海老名市国民健康保険データヘルス計画〔第２期〕に係る平成３０年度実施計画

の評価について 

⇒【議題２ 資料１】に基づき、事務局：小林係長から説明 

 

 



 【質疑等】 

     委 員：健康マイレージについて、他市は行っているのか。 

         その参加人数や参加率が高い市区町村について教えていただきたい。 

     事務局：健康的な活動をすることでポイントを得て、商品にかえる事業は他市

でも行っている。人数や参加率はすぐに回答できないため、次回回答

とさせていただく。 

     委 員：海老名市民のうち何％ぐらいの方が参加しているか。 

     事務局：令和元年の実参加者数が１,５１５名であり、海老名市の人口を１３万

人として割ると、市民の方の約１％の方が参加している。 

 

(３)事務局からの報告 

新型コロナウイルス感染症への対策について 事務局：小林係長より説明 

１ 傷病手当金 

２ 国民健康保険税の減免  

 

【質疑等】 

委 員：国民健康保険税の減免について、財源はどうなっているか。 

事務局：コロナウイルス感染症に対する制度は国からの財政支援がある。 

    そのため国の基準に沿って運用をしている。 

委 員：コロナウイルス感染症の影響は長期化すると考えるが、職を失い国保 

に加入する場合など、今までとは違いコロナウイルス感染症を含んだ 

観点で予算等考える必要があるのではないか。 

 



     事務局：来年度以降のコロナウイルス感染症の影響は現時点で見通しが立って

いない状況。被保険者の動きについては、現状では後期高齢者医療保

険制度への移行や被用者保険の拡大などにより減少傾向にあるが、コ

ロナ禍による被保険者の増加の可能性も考慮し、国の動きに十分注視

しながら予算編成を行っていきたい。 

 

５ 閉 会 

【副会長あいさつ】 

 ○本日の会議も、委員の皆様のご協力により滞りなく進めることができた。 

 ○国保の制度も平成３０年度の大きな改革から２年が経過し形は見えてきたが、残され 

  た課題は多いので、今後とも国等の動向を注視し、良好な国保運営を進めることを期 

待する。 



令和元年度
当 初 予 算

令和２年度
当 初 予 算

対 前 年 度
増 減

対前年度
伸 び 率

（千円） （千円） （千円） （%)

１ 国民健康保険税 2,465,475 2,459,195 △ 6,280 △ 0.3

１ 国民健康保険税 2,465,475 2,459,195 △ 6,280 △ 0.3

１ 2,461,388 2,456,498 △ 4,890 △ 0.2

１ 現年課税分 2,298,014 2,312,255 14,241 0.6

１ 医療給付費分現年度課税分 1,600,594 1,594,639 △ 5,955 △ 0.4

２ 後期高齢者支援金分現年度課税分 537,853 544,924 7,071 1.3

３ 介護納付金分現年度課税分 159,567 172,692 13,125 8.2

２ 滞納繰越分 163,374 144,243 △ 19,131 △ 11.7

１ 医療給付費分滞納繰越分 110,949 98,373 △ 12,576 △ 11.3

２ 後期高齢者支援金分滞納繰越分 34,457 30,328 △ 4,129 △ 12.0

３ 介護納付金分滞納繰越分 17,968 15,542 △ 2,426 △ 13.5

２ 4,087 2,697 △ 1,390 △ 34.0

１ 滞納繰越分 2,635 2,697 62 2.4

１ 医療給付費分滞納繰越分 1,730 1,865 135 7.8

２ 後期高齢者支援金分滞納繰越分 483 457 △ 26 △ 5.4

３ 介護納付金分滞納繰越分 422 375 △ 47 △ 11.1

現年課税分 1,452 0 △ 1,452 皆減

医療給付費分現年度課税分 869 0 △ 869 皆減

後期高齢者支援金分現年度課税分 300 0 △ 300 皆減

介護納付金分現年度課税分 283 0 △ 283 皆減

２ 県支出金 8,236,769 8,116,684 △ 120,085 △ 1.5

１ 県補助金 8,236,769 8,116,684 △ 120,085 △ 1.5

１ 保険給付費等交付金 8,236,769 8,116,684 △ 120,085 △ 1.5

１ 8,107,803 8,002,041 △ 105,762 △ 1.3

２ 128,966 114,643 △ 14,323 △ 11.1

３ 財産収入 58 85 27 46.6

１ 財産運用収入 58 85 27 46.6

４ 繰入金 1,433,546 1,336,809 △ 96,737 △ 6.7

１ 他会計繰入金 1,433,546 1,336,809 △ 96,737 △ 6.7

１ 一般会計繰入金 1,433,546 1,336,809 △ 96,737 △ 6.7

１ 保険基盤安定繰入金 519,059 507,725 △ 11,334 △ 2.2

２ 職員給与費等繰入金 206,382 222,252 15,870 7.7

３ 33,600 28,000 △ 5,600 △ 16.7

４ 33,448 32,104 △ 1,344 △ 4.0

５ 641,057 546,728 △ 94,329 △ 14.7

５ 繰越金 10,000 10,000 0 0.0

１ 繰越金 10,000 10,000 0 0.0

６ 諸収入 10,012 10,012 0 0.0

１ 延滞金、加算金及び過料 3,010 3,010 0 0.0

２ 市預金利子 1 1 0 0.0

３ 雑入 7,001 7,001 0 0.0

１ 第三者納付金 6,000 6,000 0 0.0

２ 返納金 1,000 1,000 0 0.0

３ 雑入 1 1 0 0.0
12,155,860 11,932,785 △ 223,075 △ 1.8

一般被保険者国民健康保険税

退職被保険者等国民健康保険税

款 項 目 節 細節

歳 入 合 計

保険給付費等交付金（普通交付金）

保険給付費等交付金（特別交付金）

出産育児一時金等繰入金

財政安定化支援事業繰入金

その他一般会計繰入金

歳入

令和２年度　海老名市国民健康保険事業



令和元年度
当 初 予 算

令和２年度
当 初 予 算

対 前 年 度
増 減

対前年度
伸 び 率

（千円） （千円） （千円） （%)

１ 総務費 206,382 222,252 15,870 7.7

１ 総務管理経費 187,195 204,173 16,978 9.1

１ 183,400 200,245 16,845 9.2

２ 3,795 3,928 133 3.5

２ 徴税費 18,716 17,605 △ 1,111 △ 5.9

１ 18,716 17,605 △ 1,111 △ 5.9

３ 運営協議会費 471 474 3 0.6

２ 保険給付費 8,174,465 8,059,295 △ 115,170 △ 1.4

１ 療養諸費 7,128,390 7,011,745 △ 116,645 △ 1.6

１ 一般被保険者療養給付費 7,021,000 6,912,000 △ 109,000 △ 1.6

２ 一般被保険者療養費 74,000 77,000 3,000 4.1

３ 審査支払手数料 23,290 22,745 △ 545 △ 2.3

退職被保険者等療養給付費（廃目） 10,000 0 △ 10,000 皆減

退職被保険者等療養費（廃目） 100 0 △ 100 皆減

２ 高額療養費 986,600 997,500 10,900 1.1

１ 一般被保険者高額療養費 984,000 996,000 12,000 1.2

２ 1,500 1,500 0 0.0

1,000 0 △ 1,000 皆減

100 0 △ 100 皆減

３ 移送費 75 50 △ 25 △ 33.3

１ 一般被保険者移送費 50 50 0 0.0

25 0 △ 25 皆減

４ 出産育児諸費 50,400 42,000 △ 8,400 △ 16.7

５ 葬祭諸費 9,000 8,000 △ 1,000 △ 11.1

３ 国民健康保険事業費納付金 3,635,895 3,500,363 △ 135,532 △ 3.7

１ 医療給付費分 2,501,810 2,319,456 △ 182,354 △ 7.3

１ 一般被保険者医療給付費分 2,500,726 2,319,456 △ 181,270 △ 7.2

1,084 0 △ 1,084 皆減

２ 後期高齢者支援金等分 854,984 868,994 14,010 1.6

１ 854,566 868,994 14,428 1.7

418 0 △ 418 皆減

３ 介護納付金分 279,101 311,913 32,812 11.8

４ 保健事業費 113,858 124,588 10,730 9.4

１ 特定健康診査等事業費 83,797 86,742 2,945 3.5

１ 特定健康診査等事業費 83,797 86,742 2,945 3.5

２ 保健事業費 30,061 37,846 7,785 25.9

１ 30,061 28,492 △ 1,569 △ 5.2

２ 0 9,354 9,354 皆増

５ 基金積立金 58 85 27 46.6

１ 基金積立金 58 85 27 46.6

６ 諸支出金 15,202 16,202 1,000 6.6

１ 償還金及び還付加算金 15,200 16,200 1,000 6.6

２ 共同事業拠出金 2 2 0 0.0

７ 予備費 10,000 10,000 0 0.0
12,155,860 11,932,785 △ 223,075 △ 1.8

一般管理費

款 項 目 細目 細々目

連合会負担金

賦課徴収費

退職被保険者等高額介護合算療養費（廃目）

退職被保険者等高額療養費（廃目）

一般被保険者高額介護合算療養費

退職被保険者等後期高齢者支援金等分（廃目）

一般被保険者後期高齢者支援金等分

退職被保険者等移送費（廃目）

退職被保険者等医療給付費分（廃目）

歳 出 合 計

保健衛生普及費

疾病予防費（新規）

歳出

特別会計歳入歳出予算
令和２年度第１回国保運営協議会
　　　議題１　〔資料１〕



国民健康保険事業特別会計予算

＊構成比は個々に計算しているため、合計が100％にならない場合があります。

　 国民健康保険制度は、会社等の健康保険組合や全国健康保険協会など他の健康保険に加入できな

い方が加入する制度で、国民皆保険制度の中核として、地域医療の確保と地域住民の健康の維持増進

に大きく寄与してきました。しかしながら、近年は社会保険の適用拡大等による被保険者数の減や医療

の高度化、高価な薬剤の普及、加入者の高齢化等による医療費の増加など、制度を取り巻く環境は非

常に厳しい状況が続いています。

   こうした国民健康保険制度が抱える諸問題に対応するため、平成30年度から都道府県が保険者に加

わり、財政運営を主体的に行うようになりましたが、保険給付や保険税の賦課徴収などの業務は、引き続

き市町村が行います。

　また、保険税率については、県が国の統一的な算定基準に基づく標準的な保険税(料）率を示すととも

に、決算補填目的の法定外繰入金の削減に向けた取組がなされており、本市においても、将来推計や

国民健康保険の運営状況を踏まえ、令和2年度は保険税率の引上げを行います。

　引き続き医療費適正化事業、健康保持増進対策の実施及び保険税の収納率向上に取り組み安定し

た財政運営に努めてまいります。

　　令和２年度の歳入・歳出予算総額は、被保険者の減等により、前年度比1.8%減の119億3,278万5千

円となりました。

令和２年度

令和２年度歳入歳出予算

総額11,932,785千円（前年度比：1.8％減）

令和元年度歳入歳出予算

総額12,155,860千円（前年度比：3.1％減）

平成30年度歳入歳出予算

総額12,538,283千円（前年度比：14.7％減）

総務費

歳 入 歳 出

8,059,295千円
67.5%

3,500,363千円
29.3%

保健事業費
124,588千円

1.0%

保険給付費

222,252千円
1.9%

国民健康保険
事業費納付金

2,459,195千円
20.6%

国民健康保険税

県支出金
8,116,684千円

68.0%

繰入金

1,336,809千円
11.2%

その他
20,097千円

0.2%

その他
26,287千円

0.2%

令和２年度第１回国保運営協議会
　　　議題１　〔資料２〕



１．歳入 ・ 歳出予算額の推移

年　度

予算額（千円） 構成比（％） 前年度比（％） 予算額（千円） 構成比（％） 前年度比（％）

国 民 健 康 保 険 税 2,465,475 20.3 △ 3.3 2,459,195 20.6 △ 0.3

県 支 出 金 8,236,769 67.8 △ 4.1 8,116,684 68.0 △ 1.5

一 般 会 計 繰 入 金 1,433,546 11.8 7.2 1,336,809 11.2 △ 6.7

繰 越 金 10,000 0.1 △ 80.0 10,000 0.1 0.0

そ の 他 収 入 10,070 0.1 △ 31.5 10,097 0.1 0.3

歳 入 合 計 12,155,860 100.0 △ 3.1 11,932,785 100.0 △ 1.8

総 務 費 206,382 1.7 △ 0.1 222,252 1.9 7.7

療 養 諸 費 7,128,465 58.6 △ 3.1 7,011,795 58.8 △ 1.6

高 額 療 養 費 986,600 8.1 △ 8.5 997,500 8.4 1.1

出 産 育 児 一 時 金 ･ 葬 祭 費 59,400 0.5 △ 6.6 50,000 0.4 △ 15.8

国民健康保険事業費納付金 3,635,895 29.9 △ 1.6 3,500,363 29.3 △ 3.7

保 健 事 業 費 113,858 0.9 △ 2.2 124,588 1.0 9.4

そ の 他 支 出 25,260 0.2 4.1 26,287 0.2 4.1

歳 出 合 計 12,155,860 100.0 △ 3.1 11,932,785 100.0 △ 1.8

（*1）　構成比は個々に計算しているため、合計と一致しない場合があります。

令　和　２　年　度令　和　元　年　度



２．被保険者の推移 (年度平均)

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

 国  保  加  入  世  帯  数 (世帯) 19,417 18,628 17,623 17,593 17,377

 国保加入世帯の対前年度伸率 (％) △ 3.59 △ 4.06 △ 5.40 △ 0.17 △ 1.23

 介 護 保 険 加 入 世 帯 数（世帯） 8,399 7,791 7,321 7,220 7,102

43.26 41.82 41.54 41.04 40.87

 国  保  加  入  者  数     (人) 32,058 30,079 28,014 27,611 27,087

 国保加入者の対前年度伸率   (％) △ 5.49 △ 6.17 △ 6.87 △ 1.44 △ 1.90

 一 般 被 保 険 者  (人) 32,271 29,811 27,892 27,603 27,087

 構     成     比   (％) 97.99 99.11 99.56 99.97 100.00

 対 前 年 度 伸 率  (％) △ 1.77 △ 7.62 △ 6.44 △ 1.04 △ 1.87

 退職被保険者等     (人) 661 268 122 8 0

 構     成     比   (％) 2.01 0.89 0.44 0.03 0.00

 対 前 年 度 伸 率  (％) △ 37.99 △ 59.46 △ 54.48 △ 93.44 皆減

 一世帯当たり被保険者数 (人) 1.65 1.61 1.59 1.57 1.56

10,236 9,409 8,756 8,516 8,468

 一世帯当たり被保険者数 (人) 1.22 1.21 1.20 1.18 1.19

31.93 31.28 31.26 30.84 31.26

 (注) 平成28・29年度は実績値、平成30年度～令和２年度は推計値

全国保加入者における介護第２号被保険者加入者の
割合

区                    分

世
　
帯

国保加入世帯における介護加入世帯の割合

被

保

険

者

数

国
保
加
入
者
の
内
訳

　介 護 保 険 加 入 者 数　（人）

0
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10,000

15,000

20,000

25,000
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5,000
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15,000

20,000
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H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

被
保
険
者
総
数（
人
）

制
度
内
訳
人
数（
人
）

一 般 退職者等 被保険者総数



３．保険税の課税状況（現年分）

税　額 税　額

医療分 5.00  ％ 5.50  ％

後期分 1.70  ％ 1.90  ％

介護分 1.42  ％ 1.60  ％

医療分 23,700  円 23,700  円

後期分 8,100  円 8,100  円

介護分 8,400  円 8,400  円

医療分 18,600  円 18,600  円

後期分 6,600  円 6,600  円

介護分 4,500  円 4,500  円

医療分 610千円 630千円

後期分 190千円 190千円

介護分 160千円 170千円

医療分 1,723,292千円 △ 1.4 1,752,351千円 1.7

後期分 580,646千円 △ 3.1 598,818千円 3.1

介護分 180,731千円 △ 5.2 189,771千円 5.0

医療分 880千円 △ 82.0 0千円 皆減

後期分 304千円 △ 81.9 0千円 皆減

介護分 287千円 △ 79.9 0千円 皆減

2,486,140千円 △ 2.3 2,540,940千円 2.2

医療分 92.88 ％ 1,600,594千円 △ 1.4 91.00 ％ 1,594,639千円 △ 0.4

後期分 92.63 ％ 537,853千円 △ 3.1 91.00 ％ 544,924千円 1.3

介護分 88.29 ％ 159,567千円 △ 5.2 91.00 ％ 172,692千円 8.2

医療分 98.82 ％ 869千円 △ 82.0 - ％ 0千円 皆減

後期分 98.82 ％ 300千円 △ 81.9 - ％ 0千円 皆減

介護分 98.83 ％ 283千円 △ 79.9 - ％ 0千円 皆減

92.50 ％ 2,299,466千円 △ 2.3 91.00 ％ 2,312,255千円 0.6

医療分 17,593 世帯 98,003円 △ 1.4 17,377 世帯 100,843円 2.9

後期分 17,593 世帯 33,021円 △ 3.2 17,377 世帯 34,460円 4.4

介護分 7,220 世帯 25,071円 △ 4.4 7,102 世帯 26,720円 6.6

医療分 27,611  人 62,445円 △ 0.1 27,087  人 64,693円 3.6

後期分 27,611  人 21,040円 △ 1.9 27,087  人 22,107円 5.1

介護分 8,516  人 21,256円 △ 3.1 8,468  人 22,410円 5.4

収
納
率

令和元年度 当初予算 対前年度
伸率 税 率 等

令和２年度 当初予算 対前年度
伸率 税 率 等

収
納
率

区       分

応能割 所得割

応益割

均等割

平等割

 賦課限度額

調定額

一般分

退職分

合　　計

一般分

 一世帯当たり
調定額

 一人当たり
調定額

予算額

退職分

合　　計



４．制度別給付費の状況

予  算  額 一人当たり額 対前年度伸率 予  算  額 一人当たり額 対前年度伸率

千円 円 ％ 千円 円 ％

療 養 給 付 費 7,021,000 254,357 △ 1.6 6,912,000 255,178 0.3

療    養    費 74,000 2,681 0.9 77,000 2,843 6.0

高 額 療 養 費 985,500 35,703 △ 7.0 997,500 36,826 3.1

小    計 8,080,500 292,740 △ 2.3 7,986,500 294,847 0.7

療 養 給 付 費 10,000 1,250,000 232.3 0 - 皆減

療    養    費 100 12,500 405.1 0 - 皆減

高 額 療 養 費 1,100 137,500 99.3 0 - 皆減

小    計 11,200 1,400,000 212.8 0 - 皆減

8,091,700 293,061 △ 2.4 7,986,500 294,847 0.6

2,501,810 90,610 0.9 2,319,456 85,630 △ 5.5

854,984 30,966 △ 2.6 868,994 32,082 3.6

279,101 32,774 △ 0.6 311,913 36,835 12.4

27,611 27,087

① 一般被保険者 27,603 27,087

② 退職被保険者等 8 0

8,516 8,468

＊　一人当たり額は個々に計算しているため、合計と一致しない場合があります。

納
付
金

国民健康保険事業費納付金
（後期高齢者支援金等分）

国民健康保険事業費納付金
（介護納付金分）

国民健康保険事業費納付金
（医療給付費分）

介護保険第2号被保険者数
（再掲）

退
職
分

一
般
分

被
保
険
者
数

 被保険者合計数①＋②
(人)

令　和　　２　年　度令　和　元　年　度

保
険
給
付
費

計

区           分
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海老名市国民健康保険データヘルス計画　実施計画評価シート【平成30年度】

実施計画

年齢 対象者
平成30年度～令和５年度

(平成30年度～平成35年度）
令和元年度～２年度の
取組方針・改善事項等

意見等

【目的】
生活習慣病の発症や重症化
を予防する

健診結果の通知
する割合

100.0% 100.0% 100.0%

【概要】
委託受診機関にて健診を実
施

特定健康診査受
診率

40.0% 33.3% 83.3%

【目的】 特定健診の受診率向上
対象者への電話
勧奨実施率

100.0% 100.0% 100.0%

【概要】
保健師等による電話での受診
勧奨

対象者の受診率 20.0% 33.2% 166.0%

【目的】 特定保健指導実施率の向上 利用勧奨実施率 100.0% 100.0% 100.0%

【概要】
特定保健指導利
用率

18.0% 7.1% 39.4%

【目的】 指導の効果を高めるため 利用勧奨実施率 100.0% 100.0% 100.0%

【概要】 教室の開催 4回/年 4回/年 100.0%

通常コースへの継
続参加率

20.0% 0.0% 0.0%

【目的】 特定保健指導実施率の向上
対象者への利用
勧奨実施率

100.0% 100.0% 100.0%

【概要】
特定保健指導該当者のうち未
指導者に対し、勧奨訪問を実
施する

家庭訪問の実施 2回/年 7回/年 350.0%

利用勧奨後の利
用率

15.0% 4.2% 28.0%

【目的】 特定保健指導実施率の向上 利用勧奨実施率 100.0% 100.0% 100.0%

【概要】 再通知の発送 1回/年 1回/年 100.0%

特定保健指導追
加実施

2回/年 2回/年 100.0%

利用勧奨後の利
用率

15.0% 3.6% 24.0%

【目的】
糖尿病重症化予防やデータ
改善、医療費の削減等

対象者への利用
勧奨実施率

100.0% 100.0% 100.0%

参加者のデータ維
持改善率

70.0% 0.0% 0.0%

特定保健指導参加者を対象
に運動指導を実施する

特定健康診査の結果に基づ
いて階層化を行い保健指導を
行う

１　支持する　　４件

２　支持しない

どちらでもない　１件

・目標値が７０％で実績値が０％。目標値を
再検討してはどうか。

【概要】

かながわ保健指導モデルの
手法を用いて、血糖・腎機能
等の検査データが基準に該
当する方へ家庭訪問等による
初回保健指導とグループ支援
を実施する

（６）糖尿病重症化予
防事業

40～74 基準該当者

①メタボリックシンドローム以外の
対象者へ重症化予防のための指
導を実施
②対象者の選定、指導方法の確
立を図る

現状
継続

データの維持改善率は
令和元年度の健診結果
で行うことから、確認が
取れない方が、ほとんど
である。
糖尿病の重症化は、合
併症による生活の質の
低下や医療経済上の負
担も増加させることから
継続して実施する。

現状
継続

家庭訪問による勧奨か
ら、国保連と協同して、
新たに教室を開催する
ことに変更する。教室の
勧奨方法としては、まず
通知の発送。さらに、電
話勧奨を実施する。

１　支持する　　５件

２　支持しない　０件

（５）特定保健指導未
指導者への参加勧奨
再通知及び特定保健
指導追加実施

40～74
基準該当者
のうち未指導
者

保健指導内容を一部変更して、通
知することで、参加勧奨を促す

現状
継続

未指導者に対して、国
保連と協同して、新たに
教室を開催する。保健
指導の内容としては、内
臓脂肪測定機を用い
て、内臓脂肪面積を測
定する。

１　支持する　　５件

２　支持しない　０件

特定保健指導該当者のうち未
指導者に対し、通知を再通知
し、特定保健指導を実施する

（２）特定保健指導
（動機付け支援）

（３）特定保健指導
（運動指導）

40～74
特定保健指
導参加者

健康運動指導士等による講義と実
技を中心とした内容の指導を実施
し生活習慣改善に役立てる

現状
継続

・自宅の固定電話は詐欺・勧誘などが多く
電話に出たくない。

２
　
特
定
保
健
指
導

（１）特定保健指導
（積極的支援）

40～74 基準該当者
①未指導者に対し、再通知を発送
②電話や訪問での利用勧奨

現状
継続

未指導者に対して、国
保連と協同して、新たに
教室を開催する。

１　支持する　　５件

２　支持しない　０件

・(1)～(5)について、色々な方法で勧奨して
も実績が上がらず苦労していると思う。参
加者を急に増やすことは難しいので、とり
あえず家でも出来る健康教室（食事編・運
動編）のようなマニュアルを作成して対象
者への通知に同封したら意識づけになる
のではないか。

１
　
特
定
健
診

多くの方に参加していた
だけるよう、勧奨する。

１　支持する　　５件

２　支持しない　０件

・市の総医療費の割合は生活習慣病が約
６割を占めている。対象者が継続的に実行
できるような支援をさらに工夫してほしい。

（４）特定保健指導対
象者への勧奨訪問

40～74
基準該当者
のうち未指導
者

訪問することにより、保健指導利
用申し込みのない該当者の受診
状況把握や直接指導を実施する

計画に加え、関係機関
（包括支援センター）等
に周知依頼を実施す
る。

１　支持する　　５件

２　支持しない　０件

・介護予防の現場等、市民により近い所で
周知範囲を拡大してほしい。

（２）特定健診未受診
者への電話勧奨

40～74 該当者
昨年度国保異動者のうち未受診
者、節目年齢の方、65～68歳への
受診勧奨電話を実施

現状
継続

未受診者のうち対象者
を絞り込み、継続して実
施する。

１　支持する　　４件

２　支持しない　１件

（１）特定健診 40～74 国保加入者

①受診券を個別に郵送  ②文書に
よる受診勧奨の実施  ③がん検診
との同時実施の周知を図る  ④健
診結果の通知を行う  ⑤医療機関
にポスター掲示  ⑥広報誌、デジタ
ルサイネージ、ＨＰで受診勧奨

現状
継続

令和2年2月18日現在

事業名
事業の目的
及び概要

対象者
目標値①

（達成時期：令和５年度末）
実績値②

（平成30年度）
達成率
（②/①）

内部評価 外部評価

1
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海老名市国民健康保険データヘルス計画　実施計画評価シート【平成30年度】

実施計画

年齢 対象者
平成30年度～令和５年度

(平成30年度～平成35年度）
令和元年度～２年度の
取組方針・改善事項等

意見等

令和2年2月18日現在

事業名
事業の目的
及び概要

対象者
目標値①

（達成時期：令和５年度末）
実績値②

（平成30年度）
達成率
（②/①）

内部評価 外部評価

【目的】
高血圧もしくは高血圧症が疑
われ者への受診勧奨と継続
受診勧奨等

対象者への電話
指導率

100.0% 100.0% 100.0%

【概要】
電話の通じた者へ
の生活指導・受診
勧奨する割合

100.0% 100.0% 100.0%

指導後の受診割
合

10.0% 3.6% 36.0%

【目的】
保健指導修了者の継続支援
及び自己管理能力の向上

対象者に利用勧
奨する割合

100.0% 100.0% 100.0%

【概要】 修了者同士のグループワーク
修了者のつどい利
用率

30.0% 16.9% 56.3%

【目的】 各種疾病の早期発見 ― ― 実施 ―

【概要】
検査費用（税抜金額）の２分
の１（限度額３万円）を年度に
１回申請により助成

助成件数 1,026件

【目的】
ジェネリック医薬品の使用促
進

後発医薬品数量
シェア

80.0%以上 70.5% 88.1%

【概要】
ジェネリック医薬品に切替え
た場合の医療費削減額を記
載した差額通知を送付する

通知件数 1,716件

【目的】
健康に対する意識や国民健
康保険に対する認識を深める

医療費通知の送
付

2回/年 2回/年 100.0%

【概要】 かかった医療費を封書で通知 通知件数 25,876件

（１）未病センター 【目的】 健康寿命の延伸 利用者数 5,000人/年 8,537人/年 170.7%

※健康推進課事業

【概要】
健康測定、健康相談、健康に
関する情報提供

（２）がん検診 【目的】 がんの早期発見、早期治療 利用促進 ― 実施 ―

※健康推進課事業

【概要】
集団もしくは委託医療機関で
の個別による各種がん検診を
実施する

　　　　　14.8％
大腸がん、前立
腺がん受診率平
均値

（３）成人歯科検診 【目的】
健康を維持し、食べる楽しみ
を享受できるよう歯の喪失を
予防する

利用促進 ― 実施 ―

※健康推進課事業

【概要】
指定医療機関にて、歯・歯周・
義歯などのチェック及び歯周
ポケットの測定

　　1,122人
受診者数合計

（４）肝炎ウイルス検
診

【目的】
肝炎による健康障害を回避
し、症状を軽減し、又は進行を
遅延させる

利用促進 ― 実施 ―

※健康推進課事業

【概要】
指定医療機関にてＨＣＶ型抗
体検査、ＨＢs型抗体検査を実
施する

　　　　　1,049人
受診者数合計

対象者への電話かけにより、
保健指導や受診勧奨等の支
援を行う

平成30年度をもって事
業を終了し、新たに55歳
以上の市民を対象に
オーラルフレイル健診を
令和元年度から実施す
る。

１　支持する　　５件

２　支持しない　０件

・オーラルフレイルという言葉はまだ一般に
定着していないので、より一層の情宣活動
が必要ではないか。
・口腔と健康との関係をPRすることも大切
ではないか。

40歳以上
で過去に
この検査
を受けた
ことがな
い者

市民

①40～65歳の5歳刻み年齢の方に
無料で検査可能な勧奨通知を送
付する
②特定健診との同時受診で費用を
安価に実施する

現状
継続

40～65歳の５歳刻み年
齢の方に無料で検査可
能な勧奨通知を送付す
る。特定健診との同時
受診で費用を安価に実
施する。

１　支持する　　５件

２　支持しない　０件

１　支持する　　５件

２　支持しない　０件

・健康測定器等を利用者目線で考えて更
に利用しやすい場所に設置してほしい。

20歳以上
（項目に
よる）

市民

①対象年齢の方へ各種検診無料
券を配布し、受診勧奨に努める②
特定健診の同時受診で費用を安
価に実施する（大腸がん、前立腺
がん）

現状
継続

対象年齢の方へ各種検
（健）診無料券を配布
し、受診勧奨に努める。
特定健診との同時受診
で費用を安価に実施す
る。（大腸がん・前立腺
がん）

１　支持する　　４件

２　支持しない

どちらでもない　１件

・多少の経費増となるが、大腸がん検診を
便潜血と内視鏡検査の選択制にしてはどう
か。

１　支持する　　４件

２　支持しない　１件

・３回に分ける必要があるのか。１回の方
がインパクトがあるのではないか。

現状
継続

継続して実施する。

４
　
関
連
事
業
（

国
保
以
外
含
む
）

20歳以上
在住・在勤
（7市町村）

①健康見える化コーナーの設置
②健康測定器の体験会を実施

現状
継続

新たな健康機器を導入
して継続実施する。

35歳以上 市民

①前年度受信者へ受診券を送付
する
②口腔がん検診との同時受診を勧
奨する

現状
継続

継続受診対策や重症化
予防対象者への継続支
援となるため、実施す
る。

１　支持する　　５件

２　支持しない　０件

３
　
そ
の
他

（１）人間ドック費用助
成

35～74 国保加入者
費用の半額助成を実施する（上限
３万円）

現状
継続

継続して実施する。
１　支持する　　５件

２　支持しない　０件

（３）医療費通知 - 国保加入者

年２回の送付を実施する
※制度改正により医療費控除に利
用できるようになったため、内容、
回数を見直し

現状
継続

継続して実施する。
１　支持する　　４件

２　支持しない　１件

・医療費通知を確定申告に間に合うように
できないか。
・２回に分ける必要があるのか。

（２）後発医薬品（ジェ
ネリック医薬品）差額
通知

- 国保加入者 年３回の差額通知を発送する

２
　
特
定
保
健
指
導

（７）生活習慣病重症
化予防事業（高血圧
症）

40～74 基準該当者
メタボリックシンドローム以外の対
象者へ重症化予防のための個別
指導を実施

現状
継続

受診にいたらない方も
多いが、架電により、直
接生活指導ができるた
め、継続して実施する。

１　支持する　　５件

２　支持しない　０件

（８）特定保健指導修
了者のつどい

40～74

特定保健指
導・糖尿病重
症化予防事
業修了者

特定保健指導及び糖尿病重症化
予防事業後の自主的な取組の継
続

現状
継続
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